
令和4年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　実施結果及び効果検証一覧表
432,959 396,429 0 0 （単位：千円）

経済対策 NO 交付金の区分 事業名 事業概要 事業始期 事業終期 総事業費 交付金充当額
目標

(実施計画に記載のもの）
実施結果 効果検証

③-Ⅰ-１．医療提供体制の強化 2 通常交付金 病院事業会計繰出金
　医療提供体制の強化を図るため、金沢医科大学氷見市民病院内での感
染防止や感染者受入増に対応する医療従事者へ新型コロナウイルス感染
症治療等に係る特殊勤務手当を支払った。

R5.3 R5.3 24,965 20,372
新型コロナウイルス感染症対応医療従事
者の中途退職者0人

新型コロナウイルス感染症対応医療従事
者の中途退職者0人

市内の中核病院における新型コロナウイ
ルス感染症対応の医療提供体制を維持
できた。

③-Ⅰ-２．ワクチン接種の促進、検査の
環境整備、治療薬の確保

43 通常交付金 疾病予防対策事業費等補助金
　コロナ禍での医療機関の受信控えや健康診断の中止などが影響し、風し
んの予防接種の接種率の低下などにより目標としていた抗体保有率まで上
昇しなかったため、風しん抗体検査について延長して実施した。

R4.4 R5.3 2,279 186 風しんの健診受診率43％ 風しんの健診受診率5.95％
風しん抗体検査実施率が低調であるた
め、未受診者への勧奨を行い、風疹の予
防接種の実施率向上に繋げた。

5 通常交付金 広域消防における感染対策事業
　救急活動における新型コロナウイルス感染防止対策の強化するため、高
岡市に委託している消防事務において、救急隊員に対し応分の負担を
行った。

R4.4 R5.3 1,165 1,000 救急隊員の感染者０人 救急隊員の感染者０人
委託先の消防事務において、救急隊員
の感染を防止できた。

8 通常交付金 保育所等感染症防止対策事業費
　新型コロナウイルスの感染症防止のため、公立保育所の感染防止消耗
品、備品を購入し、民間保育所等へ感染防止の消耗品、備品の購入の助
成を行った。

R4.5 R5.3 2,582 2,407
感染防止消耗品の購入設置等
公立保育所等４箇所
民間保育所等12箇所

感染防止消耗品の購入設置等
公立保育所等４箇所
民間保育所等12箇所
放課後児童育成クラブ８箇所

保育所等において、児童等の感染が発
生したが、その拡大を最小限に抑えるこ
とができた。

22 通常交付金 保育所等感染防止対策事業費
　新型コロナウイルスの感染症防止のため、屋内にトイレ以外の専用の手洗
い場のない施設で学童保育を実施している放課後児童クラブに対して、そ
の整備経費を補助した。

R4.6 R5.2 1,000 1,000
屋内に手洗い場等のない学童保育施設の
解消3施設

屋内に手洗い場等のない学童保育施設の
解消2施設

学童保育において、児童等の感染が発
生したが、その拡大を最小限に抑えるこ
とができた。

29 通常交付金 学校保健特別対策事業費補助金
　各学校が感染症対策等を徹底しながら、児童生徒の学習保障をするた
め、感染対策に係る消毒液や洗剤などの消耗品を購入した。

R4.4 R5.3 17,680 8,840
学校生活におけるクラスターの発生件数0
人

学校生活におけるクラスターの発生件数0
人

学校等において、児童及び生徒等の感
染が発生したが、その拡大を最小限に抑
えることができた。

31 通常交付金 予防接種事業費
　新型コロナウイルス感染症とインフルエンザの同時流行の抑制により医療
機関の負担軽減を図るため、市内小中学生を対象にインフルエンザの予防
接種費用の助成（窓口での自己負担無料（上限3,000円））を行った。

R4.9 R5.3 5,700 111 子どものインフルエンザの接種率60％ 子どものインフルエンザの接種率48.7％
希望する児童・生徒の接種費用の助成
を行え、医療機関の負担軽減につながっ
た。

32 通常交付金 小学校スクールバス運行費

　コロナ禍の冬期間のスクールバス登校において、感染症対策のため一便
あたりの乗車人数が多い比美乃江小学校、湖南小学校及び西の杜学園の
スクールバスを一台増台することで、補助席を使用せず児童の間隔を空け
た状態で運行した。

R4.11 R5.3 6,957 6,900
スクールバス内でのクラスターの発生件数
0件

スクールバス内でのクラスターの発生件数
0件

冬期間のスクールバスの増便により、バ
ス利用時を起因とするクラスターの発生
はなかった。

33 通常交付金 中学校スクールバス運行費
　コロナ禍の冬期間のスクールバス登校において、感染症対策のため一便
あたりの乗車人数が多い西の杜学園のスクールバスを一台増台すること
で、補助席を使用せず生徒の間隔を空けた状態で運行した。

R4.11 R5.3 1,122 1,100
スクールバス内でのクラスターの発生件数
0件

スクールバス内でのクラスターの発生件数
0件

冬期間のスクールバスの増便により、バ
ス利用時を起因とするクラスターの発生
はなかった。

34 通常交付金 防災力向上事業費

　新型コロナウイルスの感染の拡大防止のため、新型コロナウイルス感染症
抗原検査キットを購入し、市内福祉施設の職員や利用者及び市内で開催さ
れる大型イベント等の関係者など、幅広く市民等を対象として配布するため
備え、感染者の早期発見に努め、爆発的感染拡大の防止を図った。

R4.7 R5.3 2,722 2,706
購入予定数3,000テスト分に対する購入割
合65％

購入予定数3,000テスト分に対する購入割
合116％

感染者の早期発見し、爆発的感染拡大
を防止した。

47 通常交付金 子ども・子育て支援交付金

　公立の地域子育て支援拠点施設の新型コロナウイルスの感染症防止の
ための消耗品、備品の購入を行い、子ども・子育て支援事業を実施する施
設への感染症防止のための消耗品、備品の購入の助成を行うことで、感染
症対策を図った。

R4.6 R4.9 3,458 1,153
保育所等を起因とするクラスターの発生件
数0件

保育所等を起因とするクラスターの発生件
数0件

子ども・子育て支援を実施する施設にお
いて、児童等の感染が発生したが、その
拡大を最小限に抑えることができた。

③-Ⅰ-５．生活・暮らしへの支援 21 通常交付金 大学生等緊急修学支援事業費
　新型コロナウイルス感染症の影響により経済的に困窮した大学生等へ給
付金を支給し、修学の継続を支援した。

R4.5 R5.2 15,300 15,300 困窮による大学等退学者０人 困窮による大学等退学者０人
対象の大学生の継続した修学に寄与し
た。

③-Ⅱ-１．安全・安心を確保した社会経
済活動の再開

12 通常交付金
新型コロナウイルス感染症関連経済対策
事業費

　地域内経済の活性化や非接触型決済の促進を図るため、「ひみキトキト
商品券」及び電子商品券「ひみPay」を発行した。

R4.4 R4.9 29,681 29,680 市内消費増加額367,500千円 市内消費増加額358,401千円
飲食店等への営業時間短縮の要請によ
る影響を受けた事業者等の事業継続に
寄与した。

3 通常交付金 公共施設脱炭素化推進事業費

　コロナ禍によるさまざまな社会変化が生じており、原油高によりエネルギー
価格の高騰や物価高など市民の生活をはじめ社会全体に影響を及ぼして
いるなかで、多くのエネルギーを消費する公共施設でのＬＥＤ化を推進する
計画を策定した。

R4.5 R4.10 3,289 3,289 公共施設におけるＬＥＤ化調査率100％ 公共施設におけるＬＥＤ化調査率100％
対象施設の今後のLED化に向けた整備
方針が定まった。

4 通常交付金 脱炭素化推進事業費

　コロナ禍によるさまざまな社会変化が生じており、原油高によりエネルギー
価格の高騰や物価高など市民の生活をはじめ社会全体に影響を及ぼして
いるなかで、省エネルギー化の推進、再生可能エネルギーの活用促進を目
指す「氷見市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」を策定した。

R4.4 R5.2 2,463 2,413 公共施設におけるＬＥＤ化調査率100％
氷見市地球温暖化対策実行計画（区域施
策編）一式

脱炭素社会に向けた様々な対策が喫緊
の課題となる中で、2050年カーボン
ニュートラルに向けた市内のCO₂削減目
標、目標達成に向けた施策等、今後の
具体的な指針が定まった。

1 通常交付金 庁内ペーパーレス化推進事業費
　コロナ禍における自治体ＤＸの一環として、リモートワークやオンライン会
議など、感染拡大時に対応できるよう庁内及び議会のペーパーレス化等を
推進した。

R4.4 R5.3 9,811 9,689 紙削減5％以上 紙削減5％以上
ペーパーレス会議システム等の導入によ
りペーパーレスな業務の遂行が可能とな
り、自治体ＤＸの推進に寄与した。

9 通常交付金 新しい生活様式・働き方対応促進事業費
　コロナ禍における事業者の新しい働き方への対応を促進するため、働き
方改革等に関する普及啓発セミナーの開催や専門家による個別訪問、優
良企業表彰などを実施した。

R4.8 R5.3 486 32 働き方改革実施企業2社 働き方改革実施企業2社
市内企業の働き方改革の進展に寄与し
た。

11 通常交付金 地域内経済循環促進事業費
　新型コロナウイルス感染症の影響により、地域経済が落ち込んでおり、地
域内での消費を維持するため、市内で利用できる「ひみキトキト商品券」及
び電子決済「ひみＰａｙ」のシステムを維持し、普及促進を図った。

R4.4 R5.3 2,610 2,600
ひみキトキト商品券　年間販売額30,000千
円、ひみPay年間販売額40,000千円

ひみキトキト商品券 年間販売額27,599千
円、ひみPay 年間販売額110,222千円

コロナ禍での非接触型電子決済の促
進、市内店舗利用の増による地域活性
化に寄与した。

13 通常交付金 創業・継業支援事業費

　新型コロナウイルス感染症の影響により地域経済が落ち込んでおり、新規
創業や中小企業等の事業継続や新規事業の拡大するために、創業・継業
にかかる補助金及び事業継業に係る富山県保証協会の信用保証料に対
する補助金を交付した。

R4.4 R5.3 9,475 4,641 創業事業者10件、継業事業者2件 創業事業者13件、継業事業者1件
新規創業や中小企業等の事業継続、新
規事業拡大に寄与した。

③-Ⅰ-３．感染防止策の徹底

③-Ⅲ-２．地方を活性化し、世界とつな
がる「デジタル田園都市国家構想」

③-Ⅲ-１．科学技術立国の実現
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15 通常交付金
宿泊割引キャンペーンによる観光誘客促
進事業

　コロナ禍により大きな打撃を受けている市内宿泊施設へ段階的に宿泊者
を誘致し、今後の観光プロモーションの一環として氷見市観光協会が実施
する宿泊割引キャンペーンによる観光誘客促進事業に対し補助を行った。

R4.4 R4.12 8,270 8,269 令和４年度観光入込客数162万人 令和４年度観光入込客数190万人
コロナ過の観光事業者等の事業継続に
寄与した。

18 通常交付金 氷見まるごとサイクリング開催事業
　コロナ禍において人との接触が少なく、感染拡大リスクが少ない新しい旅
行スタイルとして、サイクリングを核とした観光を推進していくため、必要なイ
ベントや環境整備を実施した。

R4.8 R4.12 263 262
令和４年度観光客平均滞在時間3時間20
分

令和４年度観光客平均滞在時間3時間2分
サイクリングの環境を整備することで、新
しい旅行スタイルの観光を推進した。

19 通常交付金 まんがのまちづくり推進事業
　新型コロナウイルスの感染拡大の影響を受けた観光業を立て直すため、
観光地としての付加価値化に向け、藤子不二雄Ⓐ先生のキャラクターを活
用したまんがのまちづくりを推進した。

R5.4 R5.2 7,040 7,040
令和４年度観光客平均滞在時間3時間20
分

令和４年度観光客平均滞在時間3時間2分
目標値を下回ったが、まんがのまちづくり
を推進したことで観光地の付加価値化に
寄与した。

20 通常交付金 学校給食地場産食材活用促進事業費
　新型コロナウイルス感染症の影響により、農産物の需要が落ち込み、その
回復を図る一環として、学校給食に地場産食材の活用を推進した。

R4.4 R5.3 1,597 1,537 学校給食地場産食材使用率20％ 学校給食地場産食材使用率20％
コロナ過の農業経営者の事業継続に寄
与した。

30 通常交付金
観光商品券配布による観光誘客促進事
業

　新型コロナウイルス感染症の影響で大きな打撃を受けている観光業の段
階的回復を支援するため、市内宿泊施設を利用した人を対象に、市内の観
光施設、特産品販売店、飲食店等で使用できる「氷見市とくとくギフト券（仮
称）」を交付し、観光客の滞在時間の延長と回遊性の促進を図り、市内の消
費回復につなげた。

R4.9 R5.3 21,086 19,913 令和４年度市内宿泊施設宿泊者数16万人
令和４年度市内宿泊施設宿泊者数15万5
千人

コロナ過の観光事業者等の事業継続に
寄与した。

46 通常交付金 介護保険事業費補助金
　コロナ禍での公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のため、マイナ
ポータルに登録した預貯金口座の情報を行政機関が照会できる法律改正
に伴うシステムを整備した。

R5.3 R5.3 2,965 791 システム改修2,965千円実施 システム改修2,965千円実施
マイナンバー情報の連携推進により、自
治体ＤＸの推進に寄与した。

26 通常交付金 農業経営持続支援補助金
　コロナ禍における燃料や資材費等の価格の上昇により、農業の経営環境
は厳しい状況にあり、農業者の経営の持続性を確保するため、物価高によ
る肥料等価格上昇相当分について補助金を交付した。

R4.7 R5.3 33,194 33,024 水田における耕作面積の減少率1.5%以内 水田における耕作面積の減少率1.6%
燃料等の価格高騰の影響を受けた農業
経営者の事業継続に寄与した。

27 通常交付金 氷見牛肥育緊急支援事業費

　コロナ禍における飼料等の価格の上昇により、畜産業の経営環境は厳し
い状況にあり、畜産事業者の経営の持続性を確保するため、令和４年度に
おいて国の肉用牛肥育経営安定交付金制度の登録用肉牛１頭当たりの掛
金が大幅に増額となったことから、その増額相当分に対し補助金を交付し
た。

R4.4 Ｒ5.3 2,151 1,531
資金繰りが困難になり廃業する畜産農家0
人

資金繰りが困難になり廃業する畜産農家0
人

飼料等の価格高騰の影響を受けた畜産
事業者の事業継続に寄与した。

28 通常交付金 漁業経営持続支援補助金
コロナ禍における魚価の低迷や資材費等の価格の上昇等により、漁業の経
営環境は厳しい状況にあり、漁業者の経営の持続性を確保するため、令和
４年度に増加した経費の一部に対し、補助金を交付した。

R4.7 R4.10 10,824 10,820 資金繰りが困難になり廃業する漁業者0人 資金繰りが困難になり廃業する漁業者0人
魚価の低迷や燃料等の価格高騰の影響
を受けた漁業経営者の事業継続に寄与
した。

35 通常交付金 公共交通原油高対策支援事業費
　コロナ禍の中、燃料価格の高騰の影響を受けながら運行継続する公共交
通事業者に対し、公共交通の維持・確保のため、燃料の高騰分の一部を補
助した。

R4.4 R5.3 1,396 782
市内交通網の維持及びバス路線の確保
15路線

市内交通網の維持及びバス路線の確保
15路線

燃料価格高騰の影響を受けた公共交通
事業者の事業継続に寄与した。

36 通常交付金 交通等事業者原油高対策支援事業費
　コロナ禍の中、原油価格の高騰の影響を強く受けている交通等事業者に
対し、支援金を支給し、事業の継続を支援した。

R4.9 R4.12 1,950 1,950
令和４年度市内交通等事業者の倒産件数
（報道等による）　０件

令和４年度市内交通等事業者の倒産件数
（報道等による）　０件

燃料価格高騰の影響を受けた交通等事
業者の事業継続に寄与した。

37 通常交付金
障害福祉サービス事業所物価高対策支
援事業費

　コロナ禍において物価高の中でも、障害福祉サービス事業者が質の高い
サービスを継続して提供できるよう支援金を支給し、支援した。

R4.6 R4.12 2,213 2,213
サービスの提供を維持する障害福祉サー
ビス事業所数
現状の事業所２０以上

サービスの提供を維持する障害福祉サー
ビス事業所数
現状の事業所２０
給付総額　2,213千円

物価高騰の影響を受けた障害福祉サー
ビス事業所の事業継続に寄与した。

38 通常交付金
介護サービス事業所物価高対策支援事
業費

　コロナ禍において物価高の中でも、介護サービス事業者が質の高いサー
ビスを継続して提供できるよう支援金を支給し、支援した。

R4.6 R4.12 9,905 9,905
サービスの提供を維持する介護サービス
事業所を運営する法人数
現状の法人34以上

サービスの提供を維持する介護サービス
事業所を運営する法人数
現状の法人33（1件申請辞退のため）
給付総額　9,905千円

物価高騰の影響を受けた介護サービス
事業所の事業継続に寄与した。

39 通常交付金 民間保育所等物価高支援事業費
　コロナ禍において物価高の中でも、保育サービスの提供を維持・継続でき
るよう民間保育所等に対し支援金を支給し、支援した。

R4.4 R4.12 3,768 3,768

保育サービスの提供を維持・継続する施
設数
民間保育所 　3園
認定こども園　 7園
事業所内保育所等　2園

保育サービスの提供を維持・継続する施
設数
民間保育所 　3園
認定こども園　 7園
事業所内保育所等　2園

物価高騰の影響を受けた民間保育所等
の事業継続に寄与した。

42 通常交付金 貨物運送事業者原油高対策支援事業費

　コロナ禍のなか、原油価格の高騰の影響を受け、荷主等への価格転嫁も
困難な状況にある貨物運送事業者の事業継続を支援するため、令和２年
度平均燃料単価からの上昇分を基に算出した影響額の一部を支援金とし
て支給した。

R4.4 R5.3 5,860 2,790
令和４年度市内新型コロナ関連倒産件数
（報道等による）０件

令和４年度市内新型コロナ関連倒産件数
（報道等による）０件

燃料価格高騰の影響を受けた貨物運送
事業者の事業継続に寄与した。

44 重点交付金 指定管理者への電力価格高騰支援

　コロナ禍でエネルギー価格等高騰の影響を受ける主要施設の指定管理
者において、空調設備等多くの電力を消費し、電力価格高騰により事業経
費が増大し経営を圧迫しているため、電力価格高騰分について支援を行っ
た。

R4.4 R5.3 17,813 10,518 支給金額　24,873千円 支給金額　17,813千円
電力価格高騰の影響を受けた指定管理
者の事業継続に寄与した。

45 重点交付金
下水道事業会計繰出金（電力価格高騰支
援）

　コロナ禍でエネルギー価格等高騰の影響を受ける下水道事業者におい
て、水処理の過程やポンプ施設等において多くの電力を消費し、電力価格
高騰により事業経費が増大し経営を圧迫しているため、電力価格高騰分に
ついて支援を行った。

R5.3 R5.3 15,000 12,000 支給金額　19,000千円 支給金額　15,000千円
電力価格高騰の影響を受けた下水道事
業者の事業継続に寄与した。

49 通常交付金 指定管理者への電力価格高騰支援

　コロナ禍でエネルギー価格等高騰の影響を受ける主要施設の指定管理
者において、空調設備等多くの電力を消費し、電力価格高騰により事業経
費が増大し経営を圧迫しているため、電力価格高騰分について支援を行っ
た。

R4.4 R5.3 4,538 1,482 支給金額　24,873千円 支給金額　4,538千円
電力価格高騰の影響を受けた指定管理
者の事業継続に寄与した。

④-Ⅰ．原油価格高騰対策

③-Ⅲ-２．地方を活性化し、世界とつな
がる「デジタル田園都市国家構想」



令和4年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　実施結果及び効果検証一覧表
432,959 396,429 0 0 （単位：千円）

経済対策 NO 交付金の区分 事業名 事業概要 事業始期 事業終期 総事業費 交付金充当額
目標

(実施計画に記載のもの）
実施結果 効果検証

23 通常交付金
水道事業会計繰出金（水道基本料金減
免）

　コロナ禍における物価高などの影響を受けている生活者等の負担軽減を
図るため、給水区域において水道基本料金を減免した。

R5.2 R5.2 15,455 15,454
令和４年７～８月の一般世帯等の水道料
金平均負担減率30％以上

令和４年７～８月の一般世帯等の水道料
金平均負担減率30％以上

物価高騰の影響を受けた生活者等負担
を軽減した。

24 通常交付金 生活用水施設維持支援事業費
　コロナ禍における物価高などの影響を受けている生活者等の負担軽減を
図るため、水道未整備地区において生活用水施設の維持管理費に対して
支援した。

R4.7 R5.2 166 103
令和４年７～８月の水道未整備地区の生
活用水施設の施設維持管理費の平均負
担減率30％以上

令和４年７～８月の水道未整備地区の生
活用水施設の施設維持管理費の平均負
担減率39％以上

物価高騰の影響を受けた生活者等負担
を軽減した。

25 通常交付金 学校給食物価対策支援事業費

　コロナ禍において物価高が続くなか、保護者の負担を増やすことなく、こ
れまでの栄養バランスや量を保った給食が維持できるように、給食食材料
費の不足額について、学校給食センター及び単独調理校の各給食会計に
補助した。

R4.7 Ｒ5.3 9,166 7,000 令和４年度給食費の値上げ0円 令和４年度給食費の値上げ0円
物価高騰の影響を受けた生活者等負担
を軽減した。

40 通常交付金
新型コロナウイルス感染症関連対策事業
費（その２）

　コロナ禍において、物価高により経済的に厳しい環境におかれている市
民生活を支援し、地域内の消費拡大と経済循環の促進のため、地域経済
地域電子通貨「ひみＰａｙ」又は地域商品券「ひみキトキト商品券」にプレミア
ム分を上乗せして販売した。

R4.9 R5.3 89,833 87,000 市内消費増加額　368,750千円 市内消費増加額　374,485千円
物価高騰の影響を受けた市民生活を支
援するとともに地域内の消費拡大と経済
循環を促進に寄与した。

41 通常交付金 子育て世帯応援給付金支給事業費

　コロナ禍において、物価高により経済的に厳しい環境におかれている子
育て世帯を支援するため、0歳から高校生相当（満１８歳に到達した日以後
の最初の３月３１日までにある者）までの児童を養育している世帯を対象に
児童１人あたり１万円の給付金を支給し、子育て世帯の負担軽減を図った。

R4.12 R5.3 52,098 47,340 支給対象児童数　5,380人 支給対象児童数　5,151人
物価高騰の影響を受けた子育て世帯の
負担を軽減した。

48 通常交付金
水道事業会計繰出金（水道基本料金減
免）

　コロナ禍における物価高などの影響を受けている生活者等の負担軽減を
図るため、給水区域において水道基本料金を減免した。

R5.2 R5.2 43,293 43,293
令和４年７～８月の一般世帯等の水道料
金平均負担減率30％以上

令和４年７～８月の一般世帯等の水道料
金平均負担減率30％以上

物価高騰の影響を受けた生活者等負担
を軽減した。

502,589 442,204

④-Ⅳ．コロナ禍において物価高騰等に
直面する生活困窮者等への支援


